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表２ 有効回答の企業の従業員数（N＝３９）
従業員数 回答数 ％ 従業員数 回答数 ％
１－１００人 ４ １０．８ ５０１－１，０００人 １ ２．７
１０１－２００人 １７ ４５．９ １，００１人超 ６ １６．２
２０１－３００人 ６ １６．２ 未記入 ２ －
３０１－４００人 ２ ５．４ 合計 ３９ １００．０





















































































































年 次 回答数 年 次 回答数
１９８２年 １ ２００５年 ２
１９９５年 ２ ２００６年 ３
１９９７年 １ ２００７年 ４
２０００年 １ ２００８年 ２
２００１年 １ 未記入 ２０





１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 未記入 合計
企業全体 ０ １ ４ ７ １０ ５ ９ ２ ０ １ ３９







契約 １ ０ ０ １ ８ ３ ３ ０ ２ ２１ ３９
パート ０ ３ ３ ５ １０ ６ ３ １ １ ７ ３９
アルバイト １ ０ １ ０ １３ ６ ０ １ ０ １７ ３９
嘱託 １ ０ ０ １ ９ ８ ０ ２ ４ １４ ３９
派遣 ２ ０ １ １ ７ ４ ５ １ １ １７ ３９
請負 ０ ０ ０ ０ １３ １ １ ０ ０ ２４ ３９
注：選択肢は次のとおりである。１：５１％以上減少した ２：３０－５０％減少した ３：１１－２９％減少した ４：１－１０％
減少した ５：変化していない ６：１－１０％増加した ７．１１－２９％増加した ８：３０－５０％増加した ９：５１％以
上増加した






１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 未記入 合計
企業全体 ０ １ １ １２ １０ ７ ５ ０ ０ ３ ３９







契約 ２ ０ ０ １ １４ ２ ０ ０ ０ １０ ３９
パート ０ ２ １ ２ ２０ ６ １ ０ ０ ７ ３９
アルバイト ０ １ １ ０ １４ ２ １ ０ ０ ２０ ３９
嘱託 １ ０ ０ ２ １３ ５ ２ １ ０ １５ ３９
派遣 ４ ０ ０ ４ １０ ２ ２ ０ ０ １７ ３９
請負 ０ ０ ０ １ １４ ０ ０ ０ ０ ２４ ３９
注：選択肢は次のとおりである。１：５１％以上減少する ２：３０－５０％減少する ３：１１－２９％減少する ４：１－１０％























































１２．HPや広告等での自社取組みの PR ０ ０．０
１３．国や県・市・町等の助成を受けること １ ２．６
１４．その他（具体的に ） ３ ７．７
注：「１４．その他」の記入については、次のとおりである。「人事考課・自己申告・正規職員登用制度・正社員への昇格
人数の大幅アップ」









項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．研究開発力や製品・サービス開発力の向上を意識した ２．７３ ５ ６ ７ ７ １ １２
２．自社製品・サービスのマーケット・シェアの向上を意識した ２．６７ ６ ６ ８ ５ ２ １２
３．売上高や利益等の業績数字の向上を意識した ２．８５ ７ ３ ７ ７ ３ １２
４．国際化への対応を意識した １．８９ １５ １ １０ １ ０ １２
５．中・長期経営計画の実施・推進度の向上を意識した ２．１５ １１ ４ ９ ３ ０ １２
６．職場内での正規従業員とのコミュニケーションの向上を意識した ３．５２ １ ２ ８ １４ ２ １２
７．職場内の組織活性度の向上を意識した ３．７０ １ ２ ７ １１ ６ １２
８．正規従業員のモチベーション向上を意識した ３．１５ ４ ２ １１ ６ ４ １２
９．正規従業員の仕事効率性の向上を意識した ３．２４ ３ １ １３ １０ ２ １０
１０．非正規従業員の採用実績の向上を意識した ２．６１ ５ ３ １８ ２ ０ １１
１１．非正規従業員の定着率の向上を意識した ３．３２ ３ １ １０ １２ ２ １１
１２．非正規従業員のモチベーションの向上を意識した ３．８３ １ ２ ５ １５ ７ ９
１３．非正規従業員の企業への帰属心の向上を意識した ３．７２ １ ２ ７ １３ ６ １０
１４．非正規従業員の仕事満足度の向上を意識した ３．６８ １ ２ ６ １５ ４ １１
１５．非正規従業員のメンタルヘルスの良好度の向上を意識した ２．９６ ３ ５ １２ ６ ２ １１
１６．非正規従業員のストレスの軽減度の向上を意識した ２．８６ ３ ６ １１ ８ ０ １１
１７．非正規従業員の仕事効率性の向上を意識した ３．３８ ２ ３ ９ １２ ３ １０
１８．非正規従業員の病気・怪我人の割合の減少を意識した ２．６１ ５ ５ １４ ４ ０ １１
１９．顧客や取引先からの企業イメージの向上を意識した ２．５７ ８ ３ １１ ５ １ １１
２０．働きやすい職場としての企業イメージの向上を意識した ２．８２ ５ ４ １１ ７ １ １１
２１．ワーク・ライフ・バランスやダイバーシティへの対応を意識した ２．７５ ５ ４ １３ ５ １ １１
２２．人件費の弾力的な運用を意識した ３．２９ ４ ０ １０ １２ ２ １１
２３．正規従業員との処遇の差異を縮小することを意識した ３．０７ ４ ２ １４ ６ ３ １０
２４．組合との交渉や協議が円滑になることを意識した １．９６ １４ １ １３ ０ ０ １１
２５．他社の導入動向との同一歩調を意識した ２．１１ １３ ２ １０ ３ ０ １１
２６．国・県などの法的な要請の尊守を意識した ２．８６ ７ １ １２ ７ ２ １０
２７．企業市民度の向上を意識した ２．６７ ７ ０ １５ ５ ０ １２












項目＼タイプ・回答数 契約 パート アルバイト 嘱託
１．短時間勤務制度 ３ １０ ５ ３
２．在宅勤務制度 ０ ０ ０ ０
３．フレックスタイム勤務制度 ２ ３ ２ ２
４．社内での保育所や託児所の設置 ０ ０ ０ ０
５．社外での委託保育所や育児所の設置 ０ １ ０ ０
６．妊娠・出産・育児に関する休業・休暇制度 ８ １４ ２ １０
７．育児費用の補助や貸付制度 １ ０ ０ １
８．子供の病気・怪我時の看護休暇制度 ６ １０ ２ ９
９．出産などのへの祝い金 ５ ７ ０ ８
１０．慶弔見舞金制度 ８ １０ ４ １２
１１．正規従業員への登用制度 １０ １６ ７ ４
１２．社内資格取得への支援制度 ５ ７ ３ ３
１３．自己啓発（資格取得や通信教育）への支援制度 ４ ４ ３ ５
１４．介護休業あるいは休暇制度 ７ １３ １ １１
１５．正規従業員対象の研修やセミナーへの参加 ６ ５ １ ６
１６．リフレッシュ休暇制度 ４ ３ １ ７
１７．共済会のサービス制度（給付金、契約施設利用等） ５ ３ １ ５
１８．社会貢献やボランティア休暇制度 １ ２ １ ３
１９．社内の親睦会や旅行への参加 ９ １２ ６ １１
２０．介護等に対する補助や貸付制度 １ ０ ０ １
２１．メンタルヘルス相談制度 ４ ６ ３ ４
２２．自社健康保険施設（提携含む）の利用 ３ ４ １ ３
２３．役割給や成果給の導入 ４ ３ ２ ３
２４．正規従業員と同等な昇給・昇格制度 １ ０ １ ２
２５．正規従業員と同等な職能資格制度 ０ ０ ０ ０
２６．子弟の進学や通学を対象とした補助や貸付制度 １ ０ ０ １
２７．その他（具体的に ） １ １ １ ０
注：「２７．その他」の記入については、次のとおりである。「健康づくり、セミナ、面談への参加」











































項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．研究開発力や製品・サービス開発力 ３．１２ ０ ０ ２３ ３ ０ １３
２．自社製品・サービスのマーケット・シェア ３．００ ０ ０ ２６ ０ ０ １３
３．売上高や利益等の業績数字 ３．１９ ０ ０ ２２ ３ １ １３
４．国際化への対応 ２．７９ ３ ０ ２５ ０ ０ １１
５．企業価値（資産、株価等）の向上 ２．９６ ０ ２ ２５ １ ０ １１
６．職場内でのコミュニケーション ３．７７ ０ ０ １０ １７ ３ ９
７．職場内の組織活性度 ３．７９ ０ ０ １２ １１ ６ １０
８．正規従業員のモチベーション ３．４１ ０ ０ ２０ ６ ３ １０
９．正規従業員の仕事効率性 ３．３２ ０ ０ ２１ ５ ２ １１
１０．非正規従業員の採用実績 ３．２５ ０ ０ ２２ ５ １ １１
１１．非正規従業員の定着率 ３．３９ ０ ０ １７ １１ ０ １１
１２．非正規従業員のモチベーション ３．６２ ０ ０ １３ １４ ２ １０
１３．非正規従業員の企業への帰属心 ３．５９ ０ ０ １５ １１ ３ １０
１４．非正規従業員の仕事満足度 ３．５０ ０ ０ １５ １２ １ １１
１５．非正規従業員のメンタルヘルスの良好度 ３．２１ ０ ０ ２２ ６ ０ １１
１６．非正規従業員のストレスの軽減度 ３．１４ ０ ０ ２４ ４ ０ １１
１７．非正規従業員の仕事効率性の向上 ３．３６ ０ ０ ２０ ６ ２ １１
１８．非正規従業員の病気・怪我人の割合の減少度 ３．０４ ０ １ ２５ ２ ０ １１
１９．顧客や取引先からの企業イメージ ３．０４ ０ ０ ２４ ４ ０ １１
２０．働きやすい職場としての企業イメージ ３．５２ ０ １ １３ １４ １ １０
２１．ワーク・ライフ・バランスやダイバーシティへの対応 ３．１８ １ ０ ２１ ５ １ １１
２２．人件費の弾力的な運用 ３．２９ ０ ０ ２０ ８ ０ １１
２３．正規従業員との処遇の差異の縮小 ３．３２ ０ １ １７ １０ ０ １１
２４．組合との交渉や協議の円滑度 ２．８９ ２ ０ ２５ １ ０ １１
２５．他社の導入動向との同一歩調度 ２．９６ ２ １ ２１ ４ ０ １１
２６．国・県などの法的な要請の遵守度 ３．２５ １ １ １８ ６ ２ １１
２７．企業市民度 ３．１８ ０ １ ２１ ６ ０ １１
２８．その他（具体的に ） ２．００ ０ ７ ０ ０ ０ ３２
注：「２８．その他」の記入については、次のとおりである。「仕事（成果）の向上」












項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．自らの仕事の効率化やスピード化を進めるようになった ３．２５ ２ ０ １７ ７ ２ １１
２．正規従業員と仕事に関する会話等をよくするようになった ３．３４ １ ０ １６ １２ ０ １０
３．将来の自己キャリアについて考えるようになった ３．１４ ２ ０ １９ ８ ０ １０
４．仕事への改善や修正提案等をするようになった ３．２９ ２ ０ １５ １０ １ １１
５．自社を誇りに思うようになった ３．２８ ２ ０ １６ １０ １ １０
６．自己の仕事の責任を自覚するようになった ３．４３ ２ ０ １３ １３ ２ ９
７．自社の経営方針等に対する関心を持つようになった ３．１０ ２ １ ２０ ４ ２ １０
８．有給休暇を利用するようになった ３．２４ １ １ １９ ６ ２ １０
９．自社との一体感を持つようになった ３．２５ ２ ０ １７ ７ ２ １１
１０．自社のコンプライアンスを理解するようになった ３．０７ ３ ０ １８ ６ １ １１
１１．社会貢献活動に参加するようになった ２．８２ ３ ０ ２４ １ ０ １１
１２．出産や育児に関する休暇制度等を利用するようになった ３．１４ ２ １ １６ ９ ０ １１
１３．職場ストレスを訴えることが減るようになった ２．９６ ２ ０ ２３ ３ ０ １１
１４．仕事に対して自己裁量が広がるようになった ３．１４ ２ ０ ２０ ６ １ １０
１５．正規従業員対象の研修会やセミナーに参加するようになった ３．１４ ２ １ １８ ５ ２ １１
１６．出産や育児に関する休暇制度を利用するようになった ３．２９ ２ １ １５ ７ ３ １１
１７．介護に関する休暇制度等を利用するようになった ２．８２ ４ １ １９ ４ ０ １１
１８．仕事におけるスキル向上に取組むようになった ３．１１ ３ ０ １８ ５ ２ １１
１９．社内の親睦会等に参加するようになった ３．４５ ２ ０ １３ １１ ３ １０
２０．社内の福利厚生施設や制度を利用するようになった ３．０４ ３ ０ １８ ７ ０ １１
２１．自己啓発（通信教育等）に取組むようになった ２．８５ ３ １ ２１ １ １ １１
２２．社内資格取得に取組むようになった ２．９３ ４ ０ ２０ ２ ２ １１
２３．正規従業員へ仕事のやり方等で影響を与えるようになった ３．１１ ２ ０ ２２ １ ３ １１
２４．仕事に関する明確な目標をもつようになった ３．２９ ２ ０ １７ ６ ３ １１


















項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．施策や活動に対する自社内の保守的な態度や職場の雰囲気 ２．８９ １ ７ １３ ６ ０ １２
２．施策や活動を推進するリーダーの交代や不在 ２．９３ ３ ３ １４ ７ ０ １２
３．管理職層の質的基幹化に対する意識が低いこと ３．１１ ２ ４ １１ ９ １ １２
４．売上高や利益などの業績数字の悪化 ２．９３ ３ １ １８ ５ ０ １２
５．施策や活動を推進する部署の縮小や解散 ２．１９ １０ ２ １５ ０ ０ １２
６．施策・活動内容の社内普及や広報の不足 ２．８５ ４ １ １７ ５ ０ １２
７．施策や活動を定着・フォローする施策の未構築 ２．８９ ５ １ １４ ６ １ １２
８．短期的な成果を追及すること ２．５８ ６ １ １７ ２ ０ １３
９．施策や活動を推進する具体的なプログラムが不充分なこと ２．９６ ４ ２ １４ ５ ２ １２
１０．施策や活動の内容を理解するのに難しい点が多いこと ３．００ ２ ３ １６ ５ １ １２
１１．正規従業員の質的基幹化に対する意識が低いこと ３．００ １ ３ １８ ５ ０ １２
１２．施策や活動を行う前に自社の実態把握を充分に行っていないこと ２．８９ ３ ２ １７ ５ ０ １２
１３．非正規従業員の仕事意欲が高くないこと ２．７４ ５ ２ １６ ３ １ １２
１４．主要な事業領域（製品・サービス）の変換 ２．４８ ６ ３ １７ １ ０ １２
１５．非正規従業員の仕事能力が高くないこと ２．６３ ５ ４ １４ ４ ０ １２
１６．非正規従業員の仕事に対する責任感が高くないこと ２．６７ ４ ４ １６ ３ ０ １２
１７．非正規従業員の定着率が高くないこと ２．７０ ４ ５ １４ ３ １ １２
１８．非正規従業員の仕事内容や勤務形態に対する希望が強いこと ２．７８ ３ ２ ２０ ２ ０ １２
１９．組合からの要求等が強いこと ２．１５ １１ １ １３ １ ０ １３
２０．その他（具体的に ） ２．００ １ ０ １ ０ ０ ３７
注：「２０．その他」の記入についてはない。























































































１４４ 松 田 陽 一・國 米 充 之・烏 仁 塔 娜
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